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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　船舶に設置された電解処理装置であって、
　陰極および陽極を有する電気分解槽と、
　前記電気分解槽に液体を注入する注入部と、
　前記電気分解槽の槽内を、前記陰極を含む陰極側領域および前記陽極を含む陽極側領域
に分離し、且つ、前記陰極側領域の液体および前記陽極側領域の液体の間を電気的に導通
させる隔膜と、
　前記液体を電気分解処理することで前記陰極側領域に生じた陰極側溶液を、排ガス処理
装置に供給する陰極側排出部と、
　前記液体を電気分解処理することで前記陽極側領域に生じた陽極側溶液を、殺菌装置に
供給する陽極側排出部と、
　を備え、
　前記陰極側領域および前記陽極側領域の少なくとも一方の容積が可変であり、
　前記船舶の運転状況に基づいて、前記陰極側領域および前記陽極側領域の少なくとも一
方の容積を制御する容積制御部を更に備える、
　電解処理装置。
【請求項２】
　前記殺菌装置は、船舶においてバラスト水を貯留するバラストタンクを含む
　請求項１に記載の電解処理装置。
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【請求項３】
　前記電気分解槽の槽内における前記隔膜の位置が可変である
　請求項１または２に記載の電解処理装置。
【請求項４】
　前記電気分解槽の槽内における異なる位置において挿抜可能な複数の前記隔膜を備える
　請求項１または２に記載の電解処理装置。
【請求項５】
　前記注入部は、前記電気分解槽に海水を注入する
　請求項１から４のいずれか一項に記載の電解処理装置。
【請求項６】
　前記排ガス処理装置は、前記陰極側溶液を排ガスに接触させることで前記排ガスに含ま
れる除去対象物質を除去し、
　前記注入部は、前記液体の少なくとも一部として前記排ガス処理装置が排出する排液を
前記電気分解槽に注入する
　請求項１から５のいずれか一項に記載の電解処理装置。
【請求項７】
　前記注入部は、前記排ガス処理装置が排出する排液の少なくとも一部を、前記陽極側領
域に注入する
　請求項６に記載の電解処理装置。
【請求項８】
　前記電気分解槽が排出した前記陰極側溶液および前記陽極側溶液の少なくとも一方に対
して設けられた貯蔵タンクを更に備える
　請求項１から７のいずれか一項に記載の電解処理装置。
【請求項９】
　前記陽極側領域に注入される液体、または、前記陽極側溶液のｐＨ値に基づいて、前記
陽極側領域の容積を制御する容積制御部を更に備える
　請求項１から４のいずれか一項に記載の電解処理装置。
【請求項１０】
　前記陽極側排出部は、前記陽極側領域に注入される液体、または、前記陽極側溶液のｐ
Ｈ値に基づいて、前記陽極側溶液の単位時間当たりの流量を制御する
　請求項１から９のいずれか一項に記載の電解処理装置。
【請求項１１】
　前記陰極および前記陽極に電力を供給する電源を更に備え、
　前記電源は、前記陽極側領域に注入される液体、または、前記陽極側溶液のｐＨ値に基
づいて、前記陽極および前記陰極の間に流す電流を制御する
　請求項１から１０のいずれか一項に記載の電解処理装置。
【請求項１２】
　請求項１から１１のいずれか一項に記載の電解処理装置と、
　前記排ガス処理装置と
　を備える処理システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電解処理装置および処理システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、船舶等における排ガスを、アルカリ物質を含む溶液を用いて処理するスクラバ装
置が知られている（例えば、特許文献１参照）。また、船舶のバラスト水等を殺菌する処
理装置が知られている（例えば特許文献２参照）。
　特許文献１　特開２００４－８９７７０号公報
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　特許文献２　特開２００５－３４２６２６号公報
【解決しようとする課題】
【０００３】
　船舶等に設置する装置は小型であることが好ましい。
【一般的開示】
【０００４】
　上記課題を解決するために、本発明の第１の態様においては、電解処理装置を提供する
。電解処理装置は、陰極および陽極を有する電気分解槽を備えてよい。電解処理装置は、
電気分解槽に液体を注入する注入部を備えてよい。電解処理装置は、電気分解槽の槽内を
、陰極を含む陰極側領域および陽極を含む陽極側領域に分離し、且つ、陰極側領域の液体
および陽極側領域の液体の間を電気的に導通させる隔膜を備えてよい。電解処理装置は、
液体を電気分解処理することで陰極側領域に生じた陰極側溶液を、排ガス処理装置に供給
する陰極側排出部を備えてよい。電解処理装置は、液体を電気分解処理することで陽極側
領域に生じた陽極側溶液を、殺菌装置に供給する陽極側排出部を備えてよい。
【０００５】
　殺菌装置は、船舶においてバラスト水を貯留するバラストタンクを含んでよい。陰極側
領域および陽極側領域の少なくとも一方の容積が可変であってよい。電気分解槽の槽内に
おける隔膜の位置が可変であってよい。電解処理装置は、電気分解槽の槽内における異な
る位置において挿抜可能な複数の隔膜を備えてよい。
【０００６】
　注入部は、電気分解槽に海水を注入してよい。排ガス処理装置は、陰極側溶液を排ガス
に接触させることで排ガスに含まれる除去対象物質を除去してよい。注入部は、液体の少
なくとも一部として排ガス処理装置が排出する排液を電気分解槽に注入してよい。注入部
は、排ガス処理装置が排出する排液の少なくとも一部を、陽極側領域に注入してよい。
【０００７】
　電解処理装置は、電気分解槽が排出した陰極側溶液および陽極側溶液の少なくとも一方
に対して設けられた貯蔵タンクを備えてよい。
【０００８】
　電解処理装置は、陽極側領域に注入される液体、または、陽極側溶液のｐＨ値に基づい
て、陽極側領域の容積を制御する容積制御部を備えてよい。電解処理装置は、電解処理装
置が設置された船舶の運転状況に基づいて、陰極側領域および陽極側領域の少なくとも一
方の容積を制御する容積制御部を備えてよい。
【０００９】
　陽極側排出部は、陽極側領域に注入される液体、または、陽極側溶液のｐＨ値に基づい
て、陽極側溶液の単位時間当たりの流量を制御してよい。電解処理装置は、陰極および陽
極に電力を供給する電源を備えてよい。電源は、陽極側領域に注入される液体、または、
陽極側溶液のｐＨ値に基づいて、陽極および陰極の間に流す電流を制御してよい。
【００１０】
　本発明の第２の態様においては、第１の態様に係る電解処理装置と、排ガス処理装置と
を備える処理システムを提供する。
【００１１】
　なお、上記の発明の概要は、本発明の必要な特徴の全てを列挙したものではない。また
、これらの特徴群のサブコンビネーションもまた、発明となりうる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の一つの実施形態に係る処理システム１０の一例を示すブロック図である
。
【図２】電解処理装置１００の一例を示す模式図である。
【図３】電解処理装置１００の他の例を示す模式図である。
【図４】電解処理装置１００の他の例を示す模式図である。
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【図５】クローズド式駆動における処理システム１０を示す図である。
【図６】クローズド式駆動における電解処理装置１００の動作例を示す図である。
【図７】船舶の運転状況に応じて、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８の容積比を
制御する例を示す。
【図８】処理システム１０の他の例を示すブロック図である。
【図９】陽極側領域１２８における液体のｐＨ値と、陽極側溶液に含まれるＨＣｌＯの比
率との関係を示すグラフである。
【図１０】電解処理装置１００の他の動作例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、発明の実施の形態を通じて本発明を説明するが、以下の実施形態は請求の範囲に
かかる発明を限定するものではない。また、実施形態の中で説明されている特徴の組み合
わせの全てが発明の解決手段に必須であるとは限らない。
【００１４】
　図１は、本発明の一つの実施形態に係る処理システム１０の一例を示すブロック図であ
る。処理システム１０は、液体を電解処理することで、アルカリ物質を含む陰極側溶液と
、酸を含む陽極側溶液とを生成する。処理システム１０が用いる液体は、一例として海水
であるが、電解処理によりアルカリ物質および酸を生成できる液体であればよい。本例で
は、船舶に設置された処理システム１０を説明するが、処理システム１０は、船舶以外の
設備に設置されてもよい。
【００１５】
　処理システム１０は、ポンプ２０、電源３０、排ガス処理装置４０、バラスト水処理装
置５０および電解処理装置１００を備える。ポンプ２０は、液体を電解処理装置１００に
供給する。本例のポンプ２０は、海から海水をくみ上げて、電解処理装置１００に供給す
る。
【００１６】
　電解処理装置１００は、ポンプ２０から供給された液体を電解処理する。電源３０は、
電解処理装置１００に設けられた陰極および陽極に電力を供給する。電解処理装置１００
は、電解処理により陰極近傍に生じた陰極側溶液を、排ガス処理装置４０に供給する。ま
た、電解処理装置１００は、電解処理により陽極近傍に生じた陽極側溶液をバラスト水処
理装置５０に供給する。
【００１７】
　排ガス処理装置４０は、排ガス源が生成した排ガスに含まれる除去対象物質を、陰極側
溶液を用いて除去する。排ガス処理装置４０は、排ガスと陰極側溶液とを接触させること
で、排ガスに含まれる除去対象物質を、陰極側溶液に含まれるアルカリ物質と反応させて
除去する。一例として排ガス処理装置４０は、排ガスが流れる筐体内に陰極側溶液を噴霧
することで、排ガスと陰極側溶液とを接触させる。排ガス処理装置４０は、除去対象物質
を除去した処理済みガスを外部に排出する。
【００１８】
　一例として排ガス源は、船舶の推進エンジン、船舶に設けられた発電装置（例えば発電
用エンジン）、または、船舶に設けられたボイラー等である。一例として除去対象物質は
、硫黄酸化物（ＳＯｘ）、または、窒素酸化物（ＮＯｘ）である。一例としてアルカリ物
質はＭｇＣＯ３、または、Ｍｇ（ＯＨ）２である。
【００１９】
　バラスト水処理装置５０は、船舶のバラスト水を、陽極側溶液を用いて殺菌する殺菌装
置の一例である。バラスト水処理装置５０は、バラスト水に陽極側溶液を混ぜることでバ
ラスト水を殺菌してよい。バラスト水処理装置５０は、殺菌されたバラスト水を貯留する
バラストタンク５２を含んでよい。バラスト水処理装置５０は、バラスト水を殺菌する殺
菌部を備えてよい。バラスト水処理装置５０は、バラスト水に含まれる所定の物質および
物体を除去するフィルタ等を更に含んでもよい。処理システム１０は、バラスト水として
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の例では、バラスト水処理装置５０は、陽極側溶液自体をバラスト水としてバラストタン
ク５２に貯留してもよい。一例として陽極側溶液に含まれる酸は、次亜塩素酸（ＨＣｌＯ
）または次亜塩素酸イオン（ＣｌＯ－）である。これらの酸により、バラスト水に含まれ
るプランクトンまたは大腸菌等のバクテリアを除去できる。
【００２０】
　図２は、電解処理装置１００の一例を示す模式図である。電解処理装置１００は、電気
分解槽１０４、隔膜１１２、注入部１０２、陰極側排出部１１６および陽極側排出部１１
８を備える。
【００２１】
　注入部１０２は、電気分解槽１０４の槽内に液体１１０を注入する。一例として注入部
１０２は、液体１１０を搬送する配管である。本例における液体１１０は海水である。電
気分解槽１０４は、槽内に液体１１０を貯留する。電気分解槽１０４の槽内には、陰極１
０６および陽極１０８が挿入されている。陰極１０６および陽極１０８は例えば炭素を含
む材料で形成される。陰極１０６および陽極１０８には、電源３０により所定の電力が印
加される。
【００２２】
　隔膜１１２は、電気分解槽１０４の槽内を、陰極１０６を含む陰極側領域１２６および
陽極１０８を含む陽極側領域１２８に分離する。ここで分離するとは、隔膜１１２を設け
ない場合に比べて、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８の間の液体の移動を抑制す
ることを指す。隔膜１１２は、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８の間の液体の移
動を完全に遮断しなくてよい。また、隔膜１１２は、陰極１０６および陽極１０８の間で
電流を流すことが可能なように、陰極側領域１２６の液体と、陽極側領域１２８の液体と
の間を電気的に導通させる。なお、注入部１０２は、陰極側領域１２６および陽極側領域
１２８の両方に海水を注入してよい。
【００２３】
　一例として隔膜１１２は布である。より具体的な例として、隔膜１１２は、テトロンお
よびレーヨン等の化学繊維を薄膜状に織り込んだものである。このような隔膜１１２を液
体１１０に浸すことで、液体の移動を抑制しつつ、陰極１０６および陽極１０８の間を電
気的に導通させることができる。
【００２４】
　隔膜１１２は、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８を適切に分離すべく、陰極側
領域１２６および陽極側領域１２８の境界全体に渡って設けられることが好ましい。他の
例の隔膜１１２は、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８の境界の一部には設けられ
ていなくともよい。
【００２５】
　海水には、Ｍｇ２＋、Ｃｌ－、ＨＣＯ３

－等のイオンが含まれている。海水に浸した陰
極１０６および陽極１０８の間に電圧を印加すると、陰極１０６では水（Ｈ２Ｏ）からＨ

２とＯＨ－が生成され、陽極１０８ではＣｌ－からＣｌ２が生成される。
【００２６】
　陰極で生成されたＯＨ－は海水中のＨＣＯ３

－と反応してＣＯ３
２－を生成する。ＣＯ

３
２－は海水中のＭｇ２＋と反応してアルカリ物質のＭｇＣＯ３を生成する。また、陰極

で生成されたＯＨ－は、海中のＭｇ２＋と反応してアルカリ物質のＭｇ（ＯＨ）２を生成
する。
【００２７】
　陽極で生成されたＣｌ２は水と反応して次亜塩素酸（ＨＣｌＯ）を生成する。また、次
亜塩素酸は、水中における化学平衡により、次亜塩素酸イオン（ＣｌＯ－）としても存在
し得る。上述した反応プロセスの反応式は下記の通りである。
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【数１】

【００２８】
　なお、隔膜１１２を設けることで、陰極反応で生成されたＯＨ－と、水溶液中の反応（
陽極側）で生成されたＨ＋とが反応して水になることを抑制し、アルカリ物質の生成反応
と、次亜塩素酸の生成反応を促進できる。このため、アルカリ物質を高濃度に含有する陰
極側溶液と、次亜塩素酸を高濃度に含有する陽極側溶液とを一つの電気分解槽１０４を用
いて生成できる。このため、装置を小型化できる。装置の設置場所が制限される船舶等に
おいて、電解処理装置１００は特に有用である。
【００２９】
　陰極側排出部１１６は、液体１１０を電気分解処理することで陰極側領域１２６に生じ
た陰極側溶液を、排ガス処理装置４０に供給する。陽極側排出部１１８は、液体１１０を
電気分解処理することで陽極側領域１２８に生じた陽極側溶液を、バラスト水処理装置５
０に供給する。陰極側排出部１１６および陽極側排出部１１８は、電気分解槽１０４に設
けられた排出口であってよい。
【００３０】
　排ガス処理装置４０は、陰極側溶液を用いて排ガスを処理する。本例の陰極側溶液は、
海水に比べてアルカリ物質を高濃度に含有する。このため、排ガスに含まれる除去対象物
質を効率よく除去できる。バラスト水処理装置５０は、陽極側溶液を用いてバラスト水を
殺菌する。本例の陽極側溶液は次亜塩素酸を高濃度に含有する。このため、バラスト水を
効率よく殺菌できる。
【００３１】
　排ガス処理装置４０は、排ガスを処理した陰極側溶液（排液）を海に放出してよく、電
解処理装置１００に戻してもよい。処理システム１０は、排ガス処理装置４０の排液を海
に放出する系統と、電解処理装置１００に戻す系統の２系統を有してよい。例えば、排液
を放出することが許容されている海域においては、排ガス処理装置４０は排液を海に放出
する。排液を海に放出する場合、排液に含まれる酸性物質および除去対象物質（例えば排
出規制対象物質）の結合物をフィルタ等で除去してよく、中和剤等を用いて排液のｐＨ値
を所定の範囲内に調整してもよい。排液を放出することが許容されていない海域において
は、排ガス処理装置４０は排液を電解処理装置１００に戻す。本明細書では、排ガス処理
装置４０の排液を海に放出する方式をオープン式駆動、排液を電解処理装置１００に戻す
方式をクローズド式駆動と称する。
【００３２】
　図３は、電解処理装置１００の他の例を示す模式図である。本例の電解処理装置１００
は、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８の少なくとも一方の容積が可変である。電
解処理装置１００は、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８の少なくとも一方の容積
を制御する容積制御部１１４を備えてよい。他の構造は、図１および図２において説明し
た電解処理装置１００と同様である。
【００３３】
　一例として、電解処理装置１００は、電気分解槽１０４の槽内における隔膜１１２の位
置が可変である。この場合、容積制御部１１４は、隔膜１１２の位置を制御することで、
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陰極側領域１２６および陽極側領域１２８の両方の容積を制御する。ただし、陰極側領域
１２６および陽極側領域１２８の容積は、他の方法で可変であってもよい。例えば、電気
分解槽１０４の外壁が移動することで、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８の少な
くとも一方の容積が変化してもよい。
【００３４】
　隔膜１１２は、電気分解槽１０４の槽内に配置された状態を維持しつつ、槽内で移動可
能であってよい。隔膜１１２は、電気分解槽１０４に液体１１０が注入された状態で、槽
内で移動可能であってよい。隔膜１１２の移動に伴い陰極側領域１２６および陽極側領域
１２８の間で液体が移動できるように、隔膜１１２の端部には陰極側領域１２６および陽
極側領域１２８を接続する開口が設けられてよい。
【００３５】
　容積制御部１１４は、電解処理装置１００が設置された船舶の運転状況に基づいて、陰
極側領域１２６および陽極側領域１２８の少なくとも一方の容積を制御してよい。船舶の
運転状況によっては、陰極側溶液および陽極側溶液のいずれかを多く生成すべき場合があ
る。船舶の運転状況とは、船舶が停泊または航行しているか、船舶の航行速度、船舶の現
在位置、推進エンジン等の排ガス源の稼働状況、バラストタンク５２にバラスト水を注入
しているか否か等の状況である。
【００３６】
　例えば、船舶のバラストタンク５２にバラスト水を注入する場合、高速にバラスト水を
注入すべく、陽極側溶液を多く生成することが好ましい。この場合、容積制御部１１４は
、陽極側領域１２８の容積を増大させる。陽極側領域１２８の容積を増大させることで、
陽極側領域１２８に注入および排出される液体の流量が多い場合でも、液体が陽極側領域
１２８内に留まっている時間を確保できる。このため、陽極側溶液に含まれる酸の濃度を
高くできる。本例では、陽極側領域１２８の容積を増大させると、陰極側領域１２６の容
積が減少する。ただし、船舶のバラストタンク５２にバラスト水を注入する場合は船舶が
停泊しているので、船舶の推進エンジン等から排出される排ガスはそれほど多くならない
。このため、陰極側溶液の流量を小さくし、陰極側領域１２６の容積を減少させても問題
にならない。
【００３７】
　また、船舶が航行している場合、船舶の推進エンジン等から排出される排ガスは多くな
る。一方で、バラストタンク５２には既にバラスト水が注入された状態である。この場合
、容積制御部１１４は、陰極側領域１２６の容積を増大させて、陽極側領域１２８の容積
を減少させる。これにより、陰極側領域１２６に注入および排出される液体の流量が多い
場合でも、液体が陰極側領域１２６内に留まっている時間を確保できる。このため、陰極
側溶液におけるアルカリ物質の濃度を高くできる。容積制御部１１４は、陰極側溶液およ
び陽極側溶液の少なくとも一方における単位時間当たりの流量に基づいて、陰極側領域１
２６および陽極側領域１２８の少なくとも一方の容積を制御してよい。
【００３８】
　また、陰極側領域１２６または陽極側領域１２８の容積を小さくすることで、不要な溶
液の生成量を少なくできる。陰極側排出部１１６および陽極側排出部１１８は、生成した
溶液を貯蔵用タンクに注入してもよい。不要な溶液の生成量を少なくできるので、貯蔵用
のタンクのサイズを小さくできる。なお、船舶の航行中においても陽極側排出部１１８は
、生成した陽極側溶液をバラストタンク５２に注入してよい。この場合、バラストタンク
５２内の海水量を一定に維持すべく、注入された陽極側溶液に応じた量のバラスト水を、
バラストタンク５２から電解処理装置１００に供給してもよい。
【００３９】
　なお、容積制御部１１４は、汎用のコンピュータであってよい。この場合、コンピュー
タには、当該コンピュータを容積制御部１１４として機能させるためのプログラムがイン
ストールされる。容積制御部１１４は、容積制御部１１４として機能する専用の回路また
は装置であってもよい。
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【００４０】
　図４は、電解処理装置１００の他の例を示す模式図である。本例の電解処理装置１００
は、電気分解槽１０４の槽内の異なる位置において挿抜可能な複数の隔膜１１２を備える
。他の構造は、図１から図３において説明した電解処理装置１００と同様である。なお図
４では、電源３０および注入部１０２を省略している。
【００４１】
　本例の容積制御部１１４は、いずれかの隔膜１１２を電気分解槽１０４の槽内に挿入し
、他の隔膜１１２を電気分解槽１０４の槽内から引き抜く。いずれの隔膜１１２を挿入す
るかによって、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８の容積を制御できる。図４の例
では、陰極１０６に近い隔膜１１２－１を挿入することで、陰極側領域１２６を小さくし
て陽極側領域１２８を大きくできる。また、陽極１０８に近い隔膜１１２－２を挿入する
ことで、陰極側領域１２６を大きくして陽極側領域１２８を小さくできる。それぞれの隔
膜１１２は、陰極側領域１２６と陽極側領域１２８の間において異なる位置に挿入可能で
あってよい。
【００４２】
　図５は、クローズド式駆動における処理システム１０を示す図である。クローズド式駆
動における処理システム１０は、排ガス処理装置４０の排液を海に排出せず、電解処理装
置１００に注入する液体の少なくとも一部として再利用する。また、クローズド式駆動に
おいては、バラストタンク５２に貯留されたバラスト水を、電解処理装置１００に供給し
てもよい。
【００４３】
　図６は、クローズド式駆動における電解処理装置１００の動作例を示す図である。注入
部１０２は、電気分解槽１０４に注入する液体の少なくとも一部として、排ガス処理装置
４０の排液を用いる。一例として注入部１０２は、排ガス処理装置４０の排液の全量を、
陰極側領域１２６に注入する。つまり、排ガス処理装置４０の排液の全量が、陰極側領域
１２６および排ガス処理装置４０の間をループする。注入部１０２は、陰極側領域１２６
および排ガス処理装置４０の間をループする液体が蒸発等により減少した場合に、海水ま
たはバラスト水を陰極側領域１２６に補充してよい。
【００４４】
　注入部１０２は、陽極側領域１２８から排出された陽極側溶液に応じた量のバラスト水
を、陽極側領域１２８に注入してよい。また、バラスト水に代えて、ポンプ２０がくみ上
げた海水を用いてもよい。この場合、陽極側溶液は、バラストタンク５２ではなく、貯蔵
用のタンクに供給されることが好ましい。
【００４５】
　クローズド式駆動において、排ガス処理装置４０の排液におけるアルカリ物質の濃度は
低下しているが、電解処理装置１００が当該排液を電解処理することで、アルカリ物質の
濃度を上昇させることができる。このため、排ガス処理装置４０の排液をループさせて再
利用しても、排ガスに含まれる除去対象物質を効率よく除去できる。
【００４６】
　図７は、船舶の運転状況に応じて、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８の容積比
を制御する例を示す。船舶が公海上を航行している場合、推進エンジンおよび発電装置等
から比較的に多くの排ガスが排出される。本例では、船舶が公海上を航行している場合、
排ガス処理装置４０の排液を海に排出可能とする。この場合、排ガス処理装置４０はオー
プン式駆動する。
【００４７】
　バラストタンク５２には所定量のバラスト水が既に貯留されているので、バラストタン
ク５２へのバラスト水の注入は行わず、バラスト水処理装置５０は停止している。この場
合、容積制御部１１４は、陰極側領域１２６の容積を大きくし、陽極側領域１２８の容積
を小さくしてよい。これにより、電解処理装置１００によりアルカリ物質の濃度を高めた
陰極側溶液を用いて、排ガスに含まれる除去対象物質を効率よく除去できる。また、陽極
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側溶液は、貯蔵用のタンクに貯蔵しておいてよい。貯蔵した陽極側溶液は、バラスト水を
殺菌するときに用いることができる。
【００４８】
　なお、オープン式駆動の場合、排ガス処理装置４０の排液を再利用しないので、排ガス
処理装置４０において消費したアルカリ物質を、電解処理装置１００における電解処理で
補充する必要がない。このため、海水に元々含まれているアルカリ物質の濃度で十分な場
合、電解処理装置１００を停止させて、ポンプ２０がくみ上げた海水を排ガス処理装置４
０に供給してもよい。
【００４９】
　船舶が入港する場合、推進エンジンおよび発電装置等から比較的に多くの排ガスが排出
される。本例では、船舶が入港する場合、排ガス処理装置４０の排液を海に排出不可とす
る。この場合、排ガス処理装置４０はクローズド式駆動する。
【００５０】
　バラストタンク５２には所定量のバラスト水が貯留されているので、バラストタンク５
２へのバラスト水の注入は行わず、バラスト水処理装置５０は停止している。この場合、
容積制御部１１４は、陰極側領域１２６の容積を最大化し、陽極側領域１２８の容積を最
小化してよい。これにより、排ガス処理装置４０により消費したアルカリ物質の濃度を、
電解処理装置１００により回復させて、排ガス処理装置４０において再度用いることがで
きる。
【００５１】
　船舶が港内で停泊する場合、推進エンジンは停止するので、排ガス源は主に発電装置に
なる。この場合、排ガス処理装置４０が処理する排ガス量は比較的に少なくなる。一方で
、バラストタンク５２へのバラスト水の注入を開始し、バラスト水処理装置５０が起動す
る。この場合、容積制御部１１４は、陰極側領域１２６の容積を小さくし、陽極側領域１
２８の容積を大きくしてよい。
【００５２】
　船舶のバラストタンク５２にバラスト水を注入している間（バラスティング）、バラス
トタンク５２へのバラスト水の流量は最大となり、バラスト水処理装置５０の出力は最大
となる。この場合、容積制御部１１４は、陰極側領域１２６の容積を最小化し、陽極側領
域１２８の容積を最大化してよい。
【００５３】
　バラスティングが終了して、船舶が出港する場合、バラストタンク５２へのバラスト水
の注入は停止し、バラスト水処理装置５０は停止する。一方で、推進エンジンが動作する
ので、排ガス処理装置４０が処理する排ガス量は比較的に多くなる。この場合、容積制御
部１１４は、陰極側領域１２６の容積を最大化し、陽極側領域１２８の容積を最小化して
よい。
【００５４】
　図８は、処理システム１０の他の例を示すブロック図である。本例の処理システム１０
は、図１から図７において説明した処理システム１０の構成に加えて、陰極側溶液および
陽極側溶液の少なくとも一方に対して設けられた貯蔵タンク６０を更に備える。図８に示
した例では、処理システム１０は、陰極側溶液および陽極側溶液のそれぞれに対して、貯
蔵タンク６０を備える。
【００５５】
　図７に示した例のように、船舶の運転状況によって、陰極側溶液および陽極側溶液の少
なくとも一方が不要な場合がある。ただし、電解処理により溶液を生成するので、一方の
溶液だけを生成することはできず、不要な溶液も生成されてしまう。貯蔵タンク６０は、
使用しない陰極側溶液および陽極側溶液を貯蔵する。処理システム１０は、貯蔵タンク６
０に貯蔵した陰極側溶液および陽極側溶液を、後で用いてもよいし、廃棄が可能な状況に
なった場合に廃棄してもよい。溶液を廃棄する場合、溶液に含まれる殺菌成分（酸性物質
）およびアルカリ性物質を除去または中和することが好ましい。
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【００５６】
　図９は、陽極側領域１２８における液体のｐＨ値と、陽極側溶液に含まれるＨＣｌＯの
比率との関係を示すグラフである。ＨＣｌＯの比率とは、ＨＣｌＯとＣｌＯ－の全体に対
して、ＨＣｌＯが占めるモル比である。
【００５７】
　陽極側領域１２８においては、ＨＣｌＯとＣｌＯ－が所定の存在比で平衡状態となる。
当該存在比は、図９に示すように溶液のｐＨ値に依存する。一方で、ＨＣｌＯは、ＣｌＯ
－に比べて、殺菌能力が８０倍程度と高い。このため、陽極側溶液のｐＨ値は、ＨＣｌＯ
の比率が高くなるように調整されることが好ましい。一例として、陽極側溶液のｐＨ値は
、２以上７以下の範囲内に調整されてよく、３以上６以下の範囲内に調整されてよく、４
以上５以下の範囲に調整されてもよい。
【００５８】
　陽極側溶液のｐＨ値は、陽極側領域１２８の容積を調整することで制御できる。具体的
には、陰極１０６および陽極１０８の間に流す電流が一定であり、且つ、陽極側溶液の単
位時間当たりの流量が一定であれば、陽極側領域１２８の容積を大きくするとｐＨ値は大
きくなり、陽極側領域１２８の容積を小さくするとｐＨ値は小さくなる。容積制御部１１
４は、陽極側領域１２８に注入される液体、または、陽極側溶液のｐＨ値に基づいて、陽
極側領域１２８の容積を制御してよい。処理システム１０は、陽極側領域１２８に注入さ
れる液体、または、陽極側溶液のｐＨ値を検出する検出部を更に備えてよい。
【００５９】
　また、陽極側溶液のｐＨ値は、陽極側溶液の単位時間当たりの流量によっても調整でき
る。具体的には、陰極１０６および陽極１０８の間に流す電流が一定であり、且つ、陽極
側領域１２８の容積が一定であれば、陽極側溶液の流量を減少させるとｐＨ値は小さくな
る。陽極側排出部１１８は、陽極側領域１２８に注入される液体、または、陽極側溶液の
ｐＨ値に基づいて、陽極側溶液の単位時間当たりの流量を制御してよい。
【００６０】
　また、陽極側溶液のｐＨ値は、陰極１０６および陽極１０８の間に流す電流によっても
調整できる。具体的には、陽極側溶液の単位時間当たりの流量が一定であり、且つ、陽極
側領域１２８の容積が一定であれば、電流を増加させるとｐＨ値は小さくなる。電源３０
は、陽極側領域１２８に注入される液体、または、陽極側溶液のｐＨ値に基づいて、陰極
１０６および陽極１０８の間に流す電流を制御してよい。
【００６１】
　図１０は、電解処理装置１００の他の動作例を示す図である。本例における注入部１０
２は、排ガス処理装置４０が排出する排液の少なくとも一部を、陽極側領域１２８に注入
する。注入部１０２は、排ガス処理装置４０が排出する排液の全部を、陽極側領域１２８
に注入してもよい。注入部１０２は、海水を陰極側領域１２６および陽極側領域１２８に
注入する液体の一部として用いてよい。注入部１０２は、排ガス処理装置４０が排出する
排液と海水とを混合して、陰極側領域１２６および陽極側領域１２８に注入する液体とし
て用いてよい。
【００６２】
　排ガス処理装置４０が排出する排液は、ＳＯｘ、ＮＯｘ等を含む排ガスと気液接触する
ので、酸性になりやすい。図９に示すように、酸性の液体においては、ＨＣｌＯの存在比
率を高くできる。このため、当該排液の少なくとも一部を陽極側領域１２８に注入するこ
とで、陽極側領域１２８に注入する液体のｐＨ値を下げて、陽極側溶液におけるＨＣｌＯ
の存在比率を高めることができる。
【００６３】
　以上、本発明を実施の形態を用いて説明したが、本発明の技術的範囲は上記実施の形態
に記載の範囲には限定されない。上記実施の形態に、多様な変更または改良を加えること
が可能であることが当業者に明らかである。その様な変更または改良を加えた形態も本発
明の技術的範囲に含まれ得ることが、請求の範囲の記載から明らかである。
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【００６４】
　請求の範囲、明細書、および図面中において示した装置、システム、プログラム、およ
び方法における動作、手順、ステップ、および段階等の各処理の実行順序は、特段「より
前に」、「先立って」等と明示しておらず、また、前の処理の出力を後の処理で用いるの
でない限り、任意の順序で実現しうることに留意すべきである。請求の範囲、明細書、お
よび図面中の動作フローに関して、便宜上「まず、」、「次に、」等を用いて説明したと
しても、この順で実施することが必須であることを意味するものではない。
　［項目１］
　陰極および陽極を有する電気分解槽と、
　前記電気分解槽に液体を注入する注入部と、
　前記電気分解槽の槽内を、前記陰極を含む陰極側領域および前記陽極を含む陽極側領域
に分離し、且つ、前記陰極側領域の液体および前記陽極側領域の液体の間を電気的に導通
させる隔膜と、
　前記液体を電気分解処理することで前記陰極側領域に生じた陰極側溶液を、排ガス処理
装置に供給する陰極側排出部と、
　前記液体を電気分解処理することで前記陽極側領域に生じた陽極側溶液を、殺菌装置に
供給する陽極側排出部と、
　を備える電解処理装置。
　［項目２］
　前記殺菌装置は、船舶においてバラスト水を貯留するバラストタンクを含む、項目１に
記載の電解処理装置。
　［項目３］
　前記陰極側領域および前記陽極側領域の少なくとも一方の容積が可変である、項目１ま
たは２に記載の電解処理装置。
　［項目４］
　前記電気分解槽の槽内における前記隔膜の位置が可変である、項目３に記載の電解処理
装置。
　［項目５］
　前記電気分解槽の槽内における異なる位置において挿抜可能な複数の前記隔膜を備える
、項目３に記載の電解処理装置。
　［項目６］
　前記注入部は、前記電気分解槽に海水を注入する、項目１から５のいずれか一項に記載
の電解処理装置。
　［項目７］
　前記排ガス処理装置は、前記陰極側溶液を排ガスに接触させることで前記排ガスに含ま
れる除去対象物質を除去し、
　前記注入部は、前記液体の少なくとも一部として前記排ガス処理装置が排出する排液を
前記電気分解槽に注入する、
　項目１から６のいずれか一項に記載の電解処理装置。
　［項目８］
　前記注入部は、前記排ガス処理装置が排出する排液の少なくとも一部を、前記陽極側領
域に注入する、項目７に記載の電解処理装置。
　［項目９］
　前記電気分解槽が排出した前記陰極側溶液および前記陽極側溶液の少なくとも一方に対
して設けられた貯蔵タンクを更に備える、項目１から８のいずれか一項に記載の電解処理
装置。
　［項目１０］
　前記陽極側領域に注入される液体、または、前記陽極側溶液のｐＨ値に基づいて、前記
陽極側領域の容積を制御する容積制御部を更に備える、項目３から５のいずれか一項に記
載の電解処理装置。
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　［項目１１］
　前記電解処理装置が設置された船舶の運転状況に基づいて、前記陰極側領域および前記
陽極側領域の少なくとも一方の容積を制御する容積制御部を更に備える、項目３から５の
いずれか一項に記載の電解処理装置。
　［項目１２］
　前記陽極側排出部は、前記陽極側領域に注入される液体、または、前記陽極側溶液のｐ
Ｈ値に基づいて、前記陽極側溶液の単位時間当たりの流量を制御する、項目１から１１の
いずれか一項に記載の電解処理装置。
　［項目１３］
　前記陰極および前記陽極に電力を供給する電源を更に備え、
　前記電源は、前記陽極側領域に注入される液体、または、前記陽極側溶液のｐＨ値に基
づいて、前記陽極および前記陰極の間に流す電流を制御する、
　項目１から１２のいずれか一項に記載の電解処理装置。
　［項目１４］
　項目１から１３のいずれか一項に記載の電解処理装置と、前記排ガス処理装置と、を備
える処理システム。
【符号の説明】
【００６５】
１０・・・処理システム、２０・・・ポンプ、３０・・・電源、４０・・・排ガス処理装
置、５０・・・バラスト水処理装置、５２・・・バラストタンク、６０・・・貯蔵タンク
、１００・・・電解処理装置、１０２・・・注入部、１０４・・・電気分解槽、１０６・
・・陰極、１０８・・・陽極、１１０・・・液体、１１２・・・隔膜、１１４・・・容積
制御部、１１６・・・陰極側排出部、１１８・・・陽極側排出部、１２６・・・陰極側領
域、１２８・・・陽極側領域

【図１】 【図２】
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